産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）処理業変更届出の手続き

令和２年１月
１　変更届出書の提出

　(1)　変更届出書（２に掲げる事項にかかるものの変更に限る。）

　(2)　添付書類（３に掲げる書類を添付すること。）
　(3)　提出部数　１部（届出者控えが必要な場合は、副本としてもう１部提出されれば、収受印を押印してお返しします。）

　(4)　提出の時期　当該変更の日から１０日以内
※ただし、法人にあって登記事項証明書の添付を必要とする場合には３０日以内
※　添付書類等の関係でやむを得ず提出の時期を経過してしまう場合は、添付書類は後日で結構ですので、届出書のみを提出してください。
２　変更の届出事項

　(1)　氏名又は名称

　(2)　処理業の許可を受けた者に係る次に掲げる者

　　①　法律第１４条第５項第２号ハに規定する法定代理人

　　②　法律第１４条第５項第２号ニに規定する役員

　　③　届出者が法人である場合、発行済み株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主（株式会社）又は出資金額の１００分の５以上の出資をしている者（有限会社）。

　　④　政令第６条の１０に規定する使用人

　(3)　事務所及び事業場の所在地

　(4)　事業の用に供する施設（運搬容器その他これに類するものを除く。）

　(5)　積替え又は保管場所に関する次に掲げる事項（処分業を含む。）

※下記事項については、事前協議を行っていただきますので、一度３Ｒ推進課へご相談ください。

　　①　所在地

　　②　面積

　　③　積替え又は保管を行う産業廃棄物の種類

　　④　産業廃棄物に係る積替えのための保管上限

　　⑤　保管を行う高さのうち最高のもの

　(6)　感染性産業廃棄物及び廃石綿以外の特別管理産業廃棄物の処分を行う特別管理産業廃棄物処分業者の使用人のうち、当該特別管理産業廃棄物の性状の分析を行う者

３　添付書類（２に掲げる事項の変更には以下の書類を添付すること。）※２の番号に対応しています。
　(1)　個人の場合は変更した者の住民票の写し、法人の場合は定款又は寄付行為及び法人の登記事項証明書
　(2)　①　法定代理人が個人の場合は、住民票の写し及び成年被後見人及び成年被保佐人に該当していない旨の登記事項証明書。法人の場合は、法人の登記事項証明書、役員の住民票の写し及び成年被後見人及び成年被保佐人に該当していない旨の登記事項証明書。
　　　②　役員は、法人の登記事項証明書、役員の住民票の写し及び成年被後見人及び成年被保佐人に該当していない旨の登記事項証明書。
　　　③　株主又は出資者が個人の場合は、住民票の写し及び成年被後見人及び成年被保佐人に該当していない旨の登記事項証明書。法人の場合は、法人の登記事項証明書。
　　　④　使用人は、住民票の写し及び成年被後見人及び成年被保佐人に該当していない旨の登記事項証明書。

　(3)　変更後の事務所又は事業場付近の見取図で当該場所が特定できるもの（住宅地図等）

　(4)　申請書に添付された書類で当該変更事項に係る書類及び図面

　(5)　同上

　(6)　当該変更に係る者が、特別管理産業廃棄物の性状の分析について十分な知識及び技能を有する者であることを証する書類　
